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(証券コード6405) 
令和元年６月11日 

 
株 主 各 位 
 

東京都練馬区豊玉北二丁目23番２号 
 

鈴茂器工株式会社 
 

代表取締役社長 鈴木 美奈子 
 

第59回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 さて、当社第59回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のう
え、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、令和元年６月26
日 (水曜日）午後５時30分までに到着するようご送付いただきたくお願
い申し上げます。 

敬 具 
記 

 
１． 日 時 令和元年６月27日（木曜日） 午前10時 
２． 場 所 東京都練馬区豊玉北二丁目23番２号 

当社 本社４階会議室 
 
３． 株主総会の目的事項  
 
報 告 事 項 1. 第59期（自 平成30年４月１日 至 平成31年３月31日）事業報

告、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件 

2. 第59期（自 平成30年４月１日 至 平成31年３月31日）計算書類
の内容報告の件 

決 議 事 項  
 第１号議案 剰余金の処分の件 
 第２号議案 定款一部変更の件 
 第３号議案 取締役８名選任の件 
 第４号議案 監査役１名選任の件 
 第５号議案 退任取締役に対する特別功労金贈呈の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ

いますようお願い申し上げます。 
◎招集通知添付書類ならびに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じた場合

に は 、 修 正 後 の 事 項 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト 
(https://www.suzumo.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。 

◎当日、当社の役員および係員はノーネクタイの「クールビズ」スタイルにて対応させ
ていただきますので、何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。 
株主の皆様におかれましても、軽装にてご出席くださいますようお願い申し上げます。 
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（添付書類） 

 

事 業 報 告 
 

(自 平成30年４月１日 
至 平成31年３月31日 )

 

１．企業集団の現況に関する事項 

(1) 事業の経過およびその成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、足元では輸出や生産の一部に弱さが見られ

るものの、雇用や所得環境の改善により個人消費が持ち直すなど、緩やかな回復傾向

が持続しました。内需では、企業収益は高水準を維持しながらも、足元ではやや弱含

んでおりますが、人手不足を背景とした合理化・省力化の設備投資は底堅く推移して

おります。外需では、米中貿易摩擦や欧州の政局不安など、不透明感が残る海外情勢

による下振れ圧力が懸念される状況です。 

 外食産業につきましては、業界全体の売上は引き続き増加基調にありますが、人手

不足は慢性化しており、引き続き厳しい状況が続いております。 

 このような情勢の中、当社グループとしては、お客様にとって満足度が高く、いち

早くご相談・ご用命いただける会社として「ファーストコールマシナリー」になるこ

と、そして「信頼され、信頼に応えられる企業」を目指し、高付加価値製品の開発や、

更なる販売体制の強化を行ってまいりました。 

 販売状況につきましては、主力製品である店舗向け小型ロボットや大型機をベース

に、省人化・省力化をはじめとしたお客様のニーズに沿った営業活動を展開してまい

りました。また、国内では、当社独自の展示会「スズモフェア」を中心に各種展示会

を積極的に展開してまいりました。海外につきましては、寿司文化の浸透を世界に働

きかけるため、大規模な国際展示会に参加するとともに、海外販売店との円滑な展開

を収めました。 

 子会社では、株式会社セハージャパンは、アルコール系洗浄剤や離型油等の販売拡

大を積極的に展開いたしました。また、Suzumo International Corporation（SIC）

およびSuzumo Singapore Corporation（SSC）は、小型ロボットを中心に積極的な販

売活動と高品質なサービスを展開いたしました。 

 このような結果、当連結会計年度の売上高合計は81億86百万円（前連結会計年度比

10.2％減）となりました。製品内訳は、寿司・おむすびロボット等の製品売上高61億

64百万円（同11.8％減)、炊飯関連機器および食品資材等の売上高17億31百万円（同

6.7％減)、その他売上高２億90百万円（同9.8％増）となりました。また、利益につ

きましては、営業利益は６億92百万円（同44.0％減)、経常利益は６億96百万円（同

43.7％減)、親会社株主に帰属する当期純利益は４億68百万円（同43.8％減）となり

ました。 
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  事業のセグメントの概況は、次のとおりです。 

 ＜米飯加工機械関連事業＞ 

  米飯加工機械関連事業は主力製品を中心に営業活動を積極的に展開した結果、売上

高74億31百万円（前連結会計年度比11.7％減)、営業利益６億59百万円（同45.9％

減）となりました。 

 

 ＜衛生資材関連事業＞ 

  衛生資材関連事業は売上高７億54百万円（前連結会計年度比8.2％増)、営業利益33

百万円（同71.4％増）となりました。 

 

(2) 設備投資の状況 

  当連結会計年度における設備投資は、総額２億６百万円であります。その主なもの

は、生産管理システム開発に関する投資65百万円および東京工場における土地の取得

63百万円であります。 

 

(3) 資金調達の状況 

特記すべき事項はありません。 

 

(4) 財産および損益の状況の推移 
 

期  別 
区  分 

第56期 
(平成28年３月期) 

第57期 
(平成29年３月期) 

第58期 
(平成30年３月期) 

第59期 
(平成31年３月期) 

売   上   高(千円) 8,377,350 9,412,077 9,111,798 8,186,503 

経 常 利 益(千円) 1,282,524 1,413,529 1,236,750 696,016 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益(千円) 

779,842 821,219 833,147 468,620 

１株当たり当期純利益 128円74銭 135円57銭 136円90銭 72円35銭 

総   資   産(千円) 10,407,770 11,581,875 13,120,769 13,431,094 

純   資   産(千円) 8,677,531 9,420,188 11,238,896 11,482,775 

 
(注) 1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

2. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）に

基づき算出し表示しております。 

3. 第59期の状況につきましては、前記「(1)事業の経過およびその成果」に記載のとお

りであります。 
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(5) 対処すべき課題 

 当社グループは､「人材不足の深刻化｣「高齢化社会の到来｣「個食化の進行｣「米飯

食の多様化｣「和食のグローバル化」等の当社グループを取り巻く市場環境に適切に

対応していくため、以下の６つの項目を平成31年度の重要課題として取り組むことに

より、成長路線を継続して進むことで企業価値の向上を図ってまいります。 

① 国内における販売・サービス体制の強化と提案営業活動の推進 

 全国に拡がる顧客に対してきめ細かい営業・サービス活動をタイムリーに行うた

め、事業拠点の整備、人員の配置を進めてまいります。また、全国の顧客からもた

らされる市場情報を集約し的確に分析することで、顧客の課題解決に向けた提案営

業活動を推進してまいります。 

② 海外展開の加速に向けたマーケティング体制の強化 

 和食の世界無形文化遺産登録、訪日外国人の増加等を背景にして、お寿司、おむ

すびなどの米飯食は世界的レベルで認知度が高まり、市場の拡大が見込まれます。

こうした市場の変化を的確に捉えて米飯食文化の普及へ繋げるため、当社および海

外子会社の体制の強化、販売店との密接な連携を図りながら、質の高いマーケティ

ング活動を推進してまいります。 

③ 高付加価値製品の開発 

 国内の人材不足を背景にした外食・中食業界の省人省力化製品の需要は更に高ま

っており、こうした顧客のニーズを的確に捉えた高付加価値製品を計画的に開発し、

市場へ投入してまいります。また、海外においても、寿司をはじめとする米飯食文

化の本格的な普及の兆しがあり、海外市場のニーズ、規格に合致した開発の強化も

図ってまいります。 

④ 効率的な生産体制の構築 

 顧客の製品需要に対してタイムリーな供給体制を図るため、製造・販売・管理の

各部門が連携し計画的な生産を行ってまいります。機能的な製造販売計画の実行と

円滑な資材調達、効率的な生産活動により競争力のある製品を提供してまいります。 

⑤ 人員体制の強化 

 当社グループの持続的な成長を実現させるため、新卒および中途採用を積極的に

推進してまいります。また、人材の育成も重要な経営課題であり、自らが変化を先

取りし、果敢に挑戦する次期リーダーの育成に注力してまいります。円滑な人材採

用と育成を実現させるため、経営基盤の更なる強化を図ってまいります。 

⑥ 米飯食文化の普及に向けた外部企業との連携 

 当社のこれまでの発展は、国内におけるお寿司や丼ぶりをはじめとする米飯食文

化の普及、多様化に伴って実現されてきました。当社は「米飯主食文化を世界へ」

をスローガンに掲げ、様々な業種の企業と連携を図りながら、世界的視野で米飯食

の普及拡大に努めてまいります。 

 

  株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお

願い申し上げます。 
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(6) 重要な親会社および子会社の状況 

 ① 親会社の状況 

   該当事項はありません。 

 

 ② 子会社の状況 
 

会 社 名 所 在 地 資 本 金 出資比率 主要な事業内容 

株式会社セハージャパン 東京都台東区 

百万円 

16 100％ 
アルコール系洗浄
剤・除菌剤の製造
および販売 

北海道鈴茂販売株式会社 北海道札幌市 

百万円 

10 100％ 当社製品の販売 

Suzumo International 
Corporation 

米国 
カリフォルニア州 

千ＵＳ＄ 

475 100％ 当社製品の販売 

Suzumo Singapore 
Corporation Pte．Ltd． 

シンガポール 
タゴール 

千Ｓ＄ 

500 85％ 当社製品の販売 

 
 

(7) 主要な事業内容 

 ① 米飯加工機械関連事業 

寿司ロボット、おむすびロボット等の米飯加工機械の製造・販売 

 ② 衛生資材関連事業 

アルコール系洗浄剤、除菌剤等の製造・販売 

 

(8) 主要な営業所および工場 

  本社および工場 本   社 東京都練馬区 

          東 京 工 場 埼玉県比企郡 

  営 業 所 仙台営業所 宮城県仙台市 

          浜松営業所 静岡県浜松市 

          名古屋営業所 愛知県名古屋市 

          大阪営業所 大阪府箕面市 

          広島営業所 広島県広島市 

          九州営業所 福岡県福岡市 
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(9) 従業員の状況 
 

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 

366名 ３名減 

 
 (注) 当連結会計年度末日の従業員数を記載しております。 

 

(10) 主要な借入先 

   該当事項はありません。 

 

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

   該当事項はありません。 
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２．会社の株式に関する事項 

(1) 発行可能株式総数 16,000,000株

 

(2) 発行済株式の総数 6,480,000株

 

(3) 株主数 2,603名

 

(4) 大株主 
 

株   主   名 持   株   数 持 株 比 率 

鈴 木 節 子 1,375,240株 21.23％ 

鈴  木  美 奈 子 813,000株 12.55％ 

鈴 木 映 子 813,000株 12.55％ 

G U L F  J A P A N  1 648,000株 10.00％ 

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE HCR00 423,600株 6.54％ 

鈴 茂 器 工 取 引 先 持 株 会 284,240株 4.39％ 

立 花 証 券 株 式 会 社 161,400株 2.49％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 161,100株 2.49％ 

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 109,100株 1.68％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 92,300株 1.43％ 
 
(注) 持株比率は、自己株式（2,945株）を控除して計算しております。 

 

(5) その他株式に関する重要な事項 

  該当事項はありません。 
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３．会社役員に関する事項 

(1) 取締役および監査役 
 

地    位 氏     名 担当および重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 会 長 
 
 

小 根 田  育  冶 
 
 

株式会社セハージャパン取締役会長 
Suzumo International Corporation取
締役会長 

代 表 取 締 役 社 長 鈴  木  美 奈 子  

常 務 取 締 役 
 

小 根 田  哲  也 
 

Suzumo International Corporation取
締役社長 

取 締 役 
 
 

髙 橋 正 己 
 
 

株式会社ロイヤル・メディカルクラブ
代表取締役社長 
株式会社エコス 社外取締役 

取 締 役 
 

立 木  成 
 

Mizuho Gulf Capital Partners Ltd 
Director 

常 勤 監 査 役 瀬 川 和 彦  

監 査 役 宇 佐 公 興  

監 査 役 小 西 明 夫  
 
(注) 1. 平成30年６月28日開催の第58回定時株主総会において、新たに立木成氏が取締役に選

任され、就任いたしました。 

2. 取締役髙橋正己氏および立木成氏は、社外取締役であります。 

3. 監査役瀬川和彦氏、宇佐公興氏および小西明夫氏は、社外監査役であります。また、

宇佐公興氏は東京証券取引所の定める独立役員として、同取引所に独立役員届出書を

提出しております。 

4. 重要な兼職先である法人等と当社との関係 

①取締役髙橋正己氏の兼職先である株式会社ロイヤル・メディカルクラブおよび株式

会社エコスと当社との間には特別の関係はありません。 

②取締役立木成氏の兼職先であるMizuho Gulf Capital Partners Ltdは、当社との間

で平成30年２月に資本業務提携契約を締結しております。 

 

(2) 当事業年度中の取締役および監査役の異動 

  該当事項はありません。 

 



〆≠●0 
01_0300201101906.docx 
 19/05/23 7:08印刷 8/12 
 

― 9 ― 

(3) 取締役および監査役の報酬等の総額 
 

 人 数 報 酬 等 の 総 額  

取 締 役 
（うち社外取締役） 

5名 
(2名) 

155百万円 
(4百万円) 

監 査 役 
（うち社外監査役） 

3名 
(3名) 

10百万円 
(10百万円) 

合 計 8名 166百万円 

 
(注) 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

 

(4) 社外役員に関する事項 

 ① 社外取締役の当事業年度における主な活動状況 

  イ. 取締役会への出席状況については、当事業年度開催の取締役会全14回のうち、

取締役髙橋正己氏は全回出席し、取締役立木成氏は就任後の取締役会全10回全

てに出席しております。 

  ロ. 取締役会における発言状況については、幅広い分野における豊富な経験と従来

の枠組みにとらわれない幅広い見識からそれぞれ必要な発言を適宜行っており

ます。 

 ② 社外監査役の当事業年度における主な活動状況 

  イ. 取締役会への出席状況については、当事業年度開催の取締役会全14回のうち、

監査役瀬川和彦氏、監査役宇佐公興氏および監査役小西明夫氏ともに全回出席

となっております。また、当事業年度開催の監査役会全14回の出席状況につき

ましても、監査役瀬川和彦氏、監査役宇佐公興氏および監査役小西明夫氏とも

に全回出席となっております。 

  ロ. 取締役会および監査役会における発言状況については、業務監査等の観点から

それぞれ必要な発言を適宜行っております。 

 ③ 責任限定契約の内容の概要 

当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。 

当社の社外取締役および社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、会

社法第425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度と

しております。 
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４．会計監査人に関する事項 
(1) 会計監査人の名称 
  太陽有限責任監査法人 

(注) 当社の会計監査人であった優成監査法人は平成30年７月２日をもって太陽有限責任監
査法人と合併し、存続監査法人は太陽有限責任監査法人となっております。 

 
(2) 報酬等の額 
 ① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額    18百万円 

② 当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 
                         18百万円 

 
(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の

額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、かつ、実質
的にも区分できないことから、上記の金額はこれらの合計額を記載しております。 

   2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見
積りの算出根拠などが適切かどうかについて検討した結果、会計監査人の報酬等の
額につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。 

 
(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事項に該当すると認
められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場
合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計
監査人を解任した旨と解任理由を報告いたします。 
 また、監査役会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、会計監査人と
しての適格性、独立性、信頼性が確保できないと認められる場合、その他必要がある
と判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議
案を決定いたします。 

 
５．業務の適正を確保するための体制およびその運用状況の概要 
(1) 業務の適正を確保するための体制 

 当社取締役会において決議した「内部統制システム構築の基本方針」は、次のとお
りであります。 

 ① 当社および当社企業グループ会社（以下、｢当社グループ」という）の取締役お
よび使用人の職務が法令および定款に適合することを確保するための体制 

 当社グループは、継続的な発展を追求し「米飯主食文化を世界へ」を経営指針と
して、社是（誠実、情熱、創造）に則った行動規範を制定し、当社代表取締役がそ
の精神を全使用人に継続的に伝達することにより、法令遵守と社会倫理の遵守を企
業活動の原点としている。 
 当社グループの取締役および使用人が法令・定款を遵守し、倫理を尊重する行動
ができるように、それぞれの立場で自らの問題としてとらえ業務運営にあたってい
る。統括的な組織としては、当社社長直轄の経営企画部が法令・定款に適合してい
るかを内部監査を行うことにより確認するとともに、重要な事項については、顧問
弁護士や会計監査人に指導・助言を得て取り組めるような専管組織として位置づけ
られている。 
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 当社グループは、反社会的勢力との関係については、これを一切持たず、不当な
要求には毅然とした対応をとることにしている。 
 また、当社は当社グループの取締役および使用人等がコンプライアンス上、疑義
ある行為があったとの情報があれば、常勤監査役、経営企画部長に連絡し適正な対
応をとることにしている。 

 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
 取締役の職務執行に係る情報については、｢文書管理規程」に基づき、その保存
媒体に応じて適切・確実に閲覧可能な状態で定められた期間、保存・管理すること
としている。 

 ③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 当社グループは「情報セキュリティー」や「品質リスク」を未然に防ぐとともに
軽減する危機管理組織を設置している。情報セキュリティーについては管理部門が
情報セキュリティーポリシーに基づいて情報の収集と取扱いの管理を徹底している。
また、生産部門においては、ISO9001の品質マネジメントシステムを中心として適
正な品質と品質の改善ができる品質保証体制の更なる充実と従業員の環境・安全に
取り組んでいく組織として「安全衛生委員会」が設けてある。 
 不測の事態が発生した場合には、当社社長指揮下の「緊急対策本部」を設けて情
報収集と社内外への情報開示を行うとともに、原因の究明と再発防止策に努めるこ
ととする。 

 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 当社は、取締役および監査役の役員構成であり、それぞれ高い見識、専門知識、
経験をもって職務遂行に努めている。定例の取締役会は毎月１回開催し重要な事項
の決定ならびに取締役の業務執行報告を実施している。また、適宜必要かつ重要な
事項については臨時の取締役会を開催している。また、取締役会にはすべての監査
役が出席し業務監査機能の強化を図っている。 
 業務の運営については、将来の事業環境の変化を踏まえ中期経営計画および各年
度予算計画を立案し、具体的な施策を実施している。 
 なお、組織的には「経営会議｣、｢営業会議｣、｢開発生産会議」などを通して業務
の効率的推進を図っている。 

 ⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 
 当社は、当社グループの内部統制に関する担当部署として経営企画部が位置づけ
されている。経営については、グループ会社の自主性を尊重しつつ、事業内容の定
期的な報告と重要案件の協議を適宜に行うこととしている。 

 ⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立
性に関する事項 

 現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて、監査役の業
務補助のための監査役スタッフを置くこととする。なお、補助すべき期間は、当該
使用人への指揮権は監査役に委譲されたものとし、人事異動および人事評価は、監
査役会の同意を得なければならないものとする。 

 ⑦ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関
する体制および監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 当社グループの取締役および使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそ
れのある事実があることを発見したときは、法令に従い、直ちに監査役に報告する
こととし、監査役に当該報告を行った者が報告をしたことを理由として、不利な取
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扱いを受けないこととする。また、監査役は取締役会のほか、重要な意思決定の過
程および業務の執行状況を把握するため、取締役会や重要な会議に出席するととも
に、主要な稟議書や業務遂行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役ま
たは使用人にその説明を求めることとする。なお、監査役は、当社の会計監査人か
ら会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図っ
ている。 
 また、監査役が、その職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還等の請
求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、
速やかに当該費用または債務を処理する。 

 ⑧ 財務報告の信頼性を確保するための体制 
 当社は、当社グループの財務の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく
内部統制報告書の適切な提出に向けた内部統制システムの構築を行い、その仕組み
が適正に機能することを継続的に評価し、不備があれば必要な是正を行うことによ
り、金融商品取引法およびその他関係法令等の適合性を確保する体制の整備を行う
こととしている。 

 
(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 
 ① 当社グループの取締役および使用人の職務が法令および定款に適合することを確

保するための体制 
 当社グループは、継続的な発展を追求し「米飯主食文化を世界へ」を経営指針と
して、社是（誠実、情熱、創造）に則った行動規範を制定し、当社代表取締役がそ
の精神を全使用人に対して各種会議や朝礼等を通じて伝達することにより、法令な
らびに社会倫理を遵守するための取り組みを継続的に行っております。それに伴い、
法令・定款を遵守し統制のとれた行動ができているかを内部監査により確認し、適
切な業務運営にあたっております。 
 また、当社グループでは、反社会的勢力との関係遮断について、｢反社会的勢力
対応規程」により、反社会的勢力との一切の関係を排除するための組織体制その他
の対応に関する事項を定めるとともに、基本契約書への反社会的勢力排除条項の記
載、警察や弁護士等の外部専門機関との緊密な連携等、関係を遮断する体制を構築
しております。 

 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
 当社は、株主総会議事録、取締役会議事録等の取締役の職務執行に係る情報につ
いては、｢文書管理規程」に基づき、その保存媒体に応じて適切・確実に保存・管
理しております。 

 ③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 当社グループにおける「情報セキュリティー」については、管理部門が情報セキ
ュリティーポリシーに基づいて情報の収集と取扱いの管理を徹底しております。
｢品質リスク」については、生産部門がISO9001の品質マネジメントシステムを中心
として、品質保証体制の更なる充実に取り組んでおります。また、毎月開催の安全
衛生委員会において、従業員の環境・安全に関する取り組みを実施しております。 

 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 社外取締役２名を含む取締役５名は、取締役会規則に基づき、原則月１回開催 
(当事業年度は14回開催）される取締役会に出席し、経営環境の変化に迅速な意思
決定ができるよう努めております。取締役会では、経営に関する重要事項の審議、
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業務執行の決定、各取締役の業務執行報告を行っております。 
 業務の運営については、毎月開催の経営会議、開発生産会議、営業会議などを通
して効率的推進を図っております。 

 ⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 
 当社は、グループ会社の自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重要案
件の協議を適宜に行うことにより、子会社の経営管理を実施しております。経営企
画部主催により、毎月開催している経営報告会等において、子会社役員から月次業
績や経営計画の進捗状況および業務執行状況等について報告を受け、情報の共有化
を図るとともに重要案件の協議を行っております。 

 ⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立
性に関する事項 

 当社では、当期において監査役から監査役スタッフを置く必要があるとの申し出
は受けておりませんが、必要に応じて監査役の業務補助のための監査役スタッフを
置くこととしております。 

 ⑦ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関
する体制および監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役３名（すべて社外監査役）は、監査役会が決定した監査計画、監査業務の
分担等に基づき、取締役の職務の執行を監査しております。また、取締役会、経営
会議、営業会議その他の重要な会議への出席、稟議書等の重要な決裁書類の閲覧を
通じて、当社グループの経営状況を監視しております。更には、会計監査人等との
間で定期的に情報交換等を行い、取締役および使用人等から定期的な報告を受け、
内部統制システムの構築および運用状況の確認をしております。 

 ⑧ 財務報告の信頼性を確保するための体制 
 財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法等に基づく内部統制システム
を整備・運用しております。年１回の内部監査を実施することで内部統制の有効性
および適正性の評価・検証を行い、その結果について担当役員および代表取締役に
報告の上、内部統制報告書を提出しております。 

 
以上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 (注) 本事業報告に記載の数字は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連結貸借対照表  
（平成31年３月31日現在） 

（単位：千円） 
 

資 産 の 部  負 債 の 部 

科      目 金   額  科      目 金   額 
 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

た な 卸 資 産 

そ の 他 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

9,592,556 

6,503,270 

1,102,348 

1,866,377 

120,560 

3,838,537 

2,698,588 

1,474,962 

11,283 

86,734 

1,125,607 

150,828 

989,121 

427,007 

364,147 

208,446 

△ 10,480 

 

 
流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

繰 延 税 金 負 債 

退職給付に係る負債 

役員退職慰労引当金 

そ の 他 

 
939,604 

345,376 

154,022 

143,374 

31,472 

4,407 

163,264 

97,686 

1,008,714 

865 

959,130 

16,768 

31,950 

 負 債 合 計 1,948,318 

 純 資 産 の 部 

 

 
株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

退職給付に係る調整累計額 

 
11,521,193 

1,154,418 

982,960 

9,387,360 

△ 3,544 

△ 38,418 

121,612 

4,638 

△ 164,669 

 純 資 産 合 計 11,482,775 

資 産 合 計 13,431,094  負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,431,094 
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連 結 損 益 計 算 書 

( 自 平成30年４月１日 
至 平成31年３月31日 ) 

（単位：千円） 
 

科          目 金          額 

 売 上 高  8,186,503 

 売 上 原 価  4,267,130 

 売 上 総 利 益  3,919,372 

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  3,226,452 

 営 業 利 益  692,920 

 営 業 外 収 益  7,721 

 受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,637  

 受 取 手 数 料 1,207  

 受 取 保 険 金 897  

 そ の 他 の 営 業 外 収 益 1,978  

 営 業 外 費 用  4,626 

手 形 等 売 却 損 179  

売 上 割 引 1,834  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 390  

為 替 差 損 2,184  

そ の 他 の 営 業 外 費 用 38  

経 常 利 益  696,016 

特 別 利 益  756 

固 定 資 産 売 却 益 756  

特 別 損 失  5,770 

固 定 資 産 除 却 損 1,683  

電 話 加 入 権 評 価 損 3,287  

会 員 権 評 価 損 800  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  691,002 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 226,173  

法 人 税 等 調 整 額 △ 3,791 222,381 

当 期 純 利 益  468,620 

非支配株主に帰属する当期純利益  ― 

親会社株主に帰属する当期純利益  468,620 
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連結株主資本等変動計算書 

( 自 平成30年４月１日 
至 平成31年３月31日 ) 

（単位：千円） 
 

残高及び変動事由 

株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 1,154,418 982,960 9,015,896 △ 3,339 11,149,935 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当 ― ― △ 97,157 ― △ 97,157 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

― ― 468,620 ― 468,620 

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △ 205 △ 205 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

― ― ― ― ― 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 371,463 △ 205 371,257 

当 期 末 残 高 1,154,418 982,960 9,387,360 △ 3,544 11,521,193 

 

 

残高及び変動事由 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

退職給付に係る 
調整累計額 

その他の包括利益 
累計額合計 

当 期 首 残 高 85,115 10,380 △ 6,535 88,961 11,238,896 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― △ 97,157 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

― ― ― ― 468,620 

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― △ 205 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

36,497 △ 5,742 △ 158,133 △ 127,379 △ 127,379 

当 期 変 動 額 合 計 36,497 △ 5,742 △ 158,133 △ 127,379 243,878 

当 期 末 残 高 121,612 4,638 △ 164,669 △ 38,418 11,482,775 
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連 結 注 記 表 
 
 
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

 1. 連結の範囲に関する事項 

   (1) 連結子会社の数および主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 株式会社セハージャパン 

Suzumo International Corporation 

   (2) 非連結子会社の名称および連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社の名称 北海道鈴茂販売株式会社 

Suzumo Singapore Corporation Pte. Ltd. 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な

影響を及ぼしていないためであります。 

 2. 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用していない非連結子会社 北海道鈴茂販売株式会社 

Suzumo Singapore Corporation Pte. Ltd. 

   (2) 持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合

う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の

適用から除外しております。 

 3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社２社の事業年度の末日は、12月31日であり、連結計算書類作成に当たっては、

同日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結会計年度の末日までに発生した重

要な取引は連結上必要な調整をすることとしております。 

 4. 会計方針に関する事項 

   (1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

①有価証券の評価基準および評価方法 

満期保有目的の債券………………… 原価法を採用しております。 

子会社株式…………………………… 移動平均法による原価法を採用しております。 

 その他有価証券 

時価のあるもの…………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの…………………… 移動平均法による原価法を採用しております。 

②たな卸資産の評価基準および評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

商品、製品、原材料、仕掛品……… 総平均法を採用しております。 

貯蔵品………………………………… 最終仕入原価法を採用しております。 
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   (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産………………………… (イ)リース資産以外の有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物（附属設備を除く）ならびに平成28
年４月１日以降に取得した建物附属設備および
構築物については定額法）を採用しておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります｡ 
 建物     ６～50年 
 工具器具備品 ２～20年 
(ロ)リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ
として算定する定額法によっております。 

②無形固定資産………………………… (イ)リース資産以外の無形固定資産 
 自社利用のソフトウエアについては、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。 
(ロ)リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ
として算定する定額法によっております。 

③長期前払費用………………………… 均等償却しております。 
   (3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。 

②賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結
会計年度の負担額を計上しております。 

③役員退職慰労引当金 
連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。 

   (4) 退職給付に係る会計処理の方法 
①退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法 
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理しております。 
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 
(10年）による定額法により費用処理しております。 

③小規模企業等における簡便法の採用 
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に
係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しており
ます。 
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   (5) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 

在外子会社の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益およ

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しております。 

 5. その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

表示方法の変更 

   連結貸借対照表 

  ｢『税効果会計に係る会計基準』の一部改正｣（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）

に伴う､「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令｣（法務省令第５号 平成

30年３月26日）を当連結会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表

示する方法に変更いたしました。 

  この結果、前連結会計年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産｣ 

(前連結会計年度104,203千円）は、当連結会計年度においては「投資その他の資産」の「繰

延税金資産」364,147千円に含めて表示しております。 

 

連結貸借対照表に関する注記 

1. 受取手形割引高 2,320千円

 受取手形裏書譲渡高 194,787千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,203,561千円

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 1. 発行済株式の総数に関する事項 
 

株式の種類 
当連結会計年度期首 
の 株 式 数 

当連結会計年度 
増 加 株 式 数 

当連結会計年度 
減 少 株 式 数 

当連結会計年度末 
の 株 式 数 

普通株式 6,480,000株 ― ― 6,480,000株 

 

 2. 自己株式の数に関する事項 
 

株式の種類 
当連結会計年度期首 
の 株 式 数 

当連結会計年度 
増 加 株 式 数 

当連結会計年度 
減 少 株 式 数 

当連結会計年度末 
の 株 式 数 

普通株式 2,841株 104株 ― 2,945株 
 
(注) 普通株式の自己株式総数の増加104株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 

 3. 剰余金の配当に関する事項 

   (1) 配当金支払額等 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成30年６月28日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式 97,157 15 平成30年３月31日 平成30年６月29日 
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   (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

     令和元年６月27日開催予定の定時株主総会に、次のとおり付議しております。 

  ①配当金の総額………………………………………… 129,541千円 

  ②配当の原資………………………………………………利益剰余金 

  ③１株当たり配当額………………………………………… 20.00円 

  ④基準日………………………………………………平成31年３月31日 

  ⑤効力発生日…………………………………………令和元年６月28日 

 

金融商品に関する注記 

 1. 金融商品の状況に関する事項 

   (1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、必要に応じて短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

また、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。 

   (2) 金融商品の内容およびそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資

有価証券は、主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。 

営業債務である買掛金は、ほとんど２か月以内の支払期日であります。 

   (3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引

相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。 

連結子会社についても、同様の管理を行っております。 

満期保有目的の債券は、資金運用管理規程に従い、格付の高い債券のみを対象とし

ているため、信用リスクは僅少であります。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握

し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案

して保有状況を継続的に見直しております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管

理 

当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などによ

り、流動性リスクを管理しております。 

   (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込

んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することも

あります。 
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 2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成31年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、

次のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません

((注２）を参照ください｡)。 
 

 
連結貸借対照表 
計 上 額(千円) 

時価(千円) 差額(千円) 

(1) 現金及び預金 6,503,270 6,503,270 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 1,102,348 1,102,348 ― 

(3) 投資有価証券    

①満期保有目的の債券 100,000 101,030 1,030 

②その他有価証券 273,576 273,576 ― 

資 産 計 7,979,195 7,980,225 1,030 

(1) 買掛金 345,376 345,376 ― 

負 債 計 345,376 345,376 ― 
 
(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 
(1) 現金及び預金、ならびに(2) 受取手形及び売掛金 

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価
格または取引金融機関から提示された価格によっております。 

負 債 
(1) 買掛金 

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
 

区分 
連結貸借対照表 
計 上 額(千円) 

非上場株式 53,431 
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
｢(3)投資有価証券」には含めておりません。 
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資産除去債務に関する注記 

 連結貸借対照表に計上していない資産除去債務 
当社グループは、一部の事務所および営業所において、不動産賃貸借契約により、退去時にお
ける原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確で
なく、移転等の計画もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。 
そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 
１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 1,772円84銭
１株当たり当期純利益 72円35銭

 
重要な後発事象に関する注記 
 該当事項はありません。 
 
(注) 記載の数字は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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貸 借 対 照 表 
（平成31年３月31日現在） 

（単位：千円) 
 

資 産 の 部  負 債 の 部 

科      目 金   額  科      目 金   額 
 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
商 品 
製 品 
原 材 料 
仕 掛 品 
貯 蔵 品 
前 払 費 用 
そ の 他 の 流 動 資 産 

固 定 資 産 
有形固定資産 
建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 

無形固定資産 
ソ フ ト ウ エ ア 
電 話 加 入 権 
ソフトウエア仮勘定 

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
出 資 金 
長 期 貸 付 金 
長 期 前 払 費 用 
破 産 更 生 債 権 等 
差 入 保 証 金 
会 員 権 等 
繰 延 税 金 資 産 
保 険 積 立 金 
貸 倒 引 当 金 

 
8,988,144 
6,196,317 

117,895 
862,932 
39,707 

1,103,885 
357,544 
197,584 
1,879 
24,617 
85,779 

3,846,510 
2,690,777 
1,454,804 

20,039 
9,894 
1,388 
79,041 

1,125,607 
150,722 
61,809 

509 
88,404 

1,005,010 
380,236 
171,311 
6,710 
11,087 
3,332 

95 
33,843 
19,200 
263,485 
126,187 

△ 10,480 

 

 
流 動 負 債 

買 掛 金 

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 の 流 動 負 債 

固 定 負 債 

リ ー ス 債 務 

長 期 未 払 金 

退 職 給 付 引 当 金 

 
811,132 

271,833 

20,945 

143,710 

130,347 

20,336 

45,234 

15,813 

161,878 

1,033 

748,254 

20,909 

8,741 

718,603 

 負 債 合 計 1,559,387 

 純 資 産 の 部 

 

 
株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

繰越利益剰余金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 
11,153,654 

1,154,418 

982,960 

982,960 

9,019,821 

110,000 

8,909,821 

1,800,000 

7,109,821 

△ 3,544 

121,612 

121,612 

 純 資 産 合 計 11,275,267 

資 産 合 計 12,834,654  負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,834,654 
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損 益 計 算 書 

( 自 平成30年４月１日 
至 平成31年３月31日 ) 

（単位：千円) 
 

科          目 金          額 

 売 上 高  7,285,943 

 売 上 原 価  3,952,089 

 売 上 総 利 益  3,333,854 

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  2,811,864 

 営 業 利 益  521,989 

 営 業 外 収 益  47,192 

 受 取 利 息 及 び 配 当 金 43,109  

 そ の 他 の 営 業 外 収 益 4,082  

営 業 外 費 用  2,403 

手 形 等 売 却 損 179  

売 上 割 引 1,834  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 390  

経 常 利 益  566,778 

特 別 利 益  439 

固 定 資 産 売 却 益 439  

特 別 損 失  5,770 

固 定 資 産 除 却 損 1,683  

電 話 加 入 権 評 価 損 3,287  

会 員 権 評 価 損 800  

税 引 前 当 期 純 利 益  561,446 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 171,482  

法 人 税 等 調 整 額 △ 3,116 168,366 

当 期 純 利 益  393,080 
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株主資本等変動計算書 

(自 平成30年４月１日 
至 平成31年３月31日 ) 

（単位：千円) 
 

残高及び変動事由 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

別途積立金 繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 1,154,418 982,960 110,000 1,800,000 6,813,898 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― △ 97,157 

当 期 純 利 益 ― ― ― ― 393,080 

自己株式の取得 ― ― ― ― ― 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額) 

― ― ― ― ― 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 295,923 

当 期 末 残 高 1,154,418 982,960 110,000 1,800,000 7,109,821 

 
  

残高及び変動事由 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証券
評 価 差 額 金 

当 期 首 残 高 △ 3,339 10,857,936 85,115 10,943,052 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当 ― △ 97,157 ― △ 97,157 

当 期 純 利 益 ― 393,080 ― 393,080 

自己株式の取得 △ 205 △ 205 ― △ 205 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額) 

― ― 36,497 36,497 

当 期 変 動 額 合 計 △ 205 295,718 36,497 332,215 

当 期 末 残 高 △ 3,544 11,153,654 121,612 11,275,267 
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個 別 注 記 表 
 
 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 1. 資産の評価基準および評価方法 

   (1) 有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式……………………………… 移動平均法による原価法を採用しております。 

満期保有目的の債券…………………… 原価法を採用しております。 

     その他有価証券 

時価のあるもの ……………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの ……………………… 移動平均法による原価法を採用しております。 

   (2) たな卸資産の評価基準および評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

商品、製品、原材料、仕掛品………… 総平均法を採用しております。 

貯蔵品…………………………………… 最終仕入原価法を採用しております。 

 2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 …………………………… (イ)リース資産以外の有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）ならびに平成28

年４月１日以降に取得した建物附属設備および

構築物については定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります｡ 

 建物     ６～50年 

 工具器具備品 ２～20年 

(ロ)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ

として算定する定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 …………………………… (イ)リース資産以外の無形固定資産 

 自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

(ロ)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ

として算定する定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 …………………………… 均等償却しております。 
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 3. 引当金の計上基準 

   (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

   (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年

度の負担額を計上しております。 

   (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき計上し

ております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

(10 年）による定額法により費用処理しております。 

 

 4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   (1) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

   (2) 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

表示方法の変更 

   貸借対照表 

  ｢『税効果会計に係る会計基準』の一部改正｣（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）

に伴う､「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令｣（法務省令第５号 平成

30年３月26日）を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示す

る方法に変更いたしました。 

  この結果、前事業年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産｣（前

事業年度81,825千円）は、当事業年度においては「投資その他の資産」の「繰延税金資産」

263,485千円に含めて表示しております。 
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貸借対照表に関する注記 
1. 受取手形割引高 2,320千円
 受取手形裏書譲渡高 154,509千円
2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,184,151千円
3. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く） 
  短期金銭債権 130,323千円
  短期金銭債務 13,528千円

 
損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 
  営業取引による取引高 
         売上高 731,540千円
         仕入高 237,709千円
  営業取引以外の取引高 39,590千円

 
株主資本等変動計算書に関する注記 

 当事業年度末における自己株式の種類および株式数 

普通株式 2,945株
 
税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

 たな卸資産評価損 9,774千円

 投資有価証券評価損 786千円

 会員権評価損 2,082千円

 電話加入権評価損 1,006千円

 貸倒引当金 3,208千円

 未払事業税等 4,324千円

 未払事業所税 1,290千円

 未払金 7,408千円

 賞与引当金 49,567千円

 退職給付引当金 220,036千円

 役員退職慰労金 17,276千円

 一括償却資産 594千円

 減価償却超過額 2,287千円

繰延税金資産小計 319,643千円

 評価性引当額 △8,974千円

繰延税金資産合計 310,669千円

繰延税金負債 

 投資有価証券評価差額金 △47,183千円

繰延税金資産の純額 263,485千円
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資産除去債務に関する注記 

 貸借対照表に計上していない資産除去債務 
当社は、一部の営業所において、不動産賃貸借契約により、退去時における原状回復に係る債
務を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、移転等の計画も
ないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合
う資産除去債務を計上しておりません。 

 

１株当たり情報に関する注記 

 １株当たり純資産額 1,740円80銭

 １株当たり当期純利益 60円69銭

 
連結配当規制適用会社に関する注記 
 当社は連結配当規制の適用会社であります。 
 
重要な後発事象に関する注記 
 該当事項はありません。 
 
(注) 記載の数字は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連結計算書類に係る会計監査報告書 謄本 
  
 

独立監査人の監査報告書 

令和元年５月15日 
 
鈴茂器工株式会社 
取締役会 御中 
 

太陽有限責任監査法人 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  宮 崎   哲  ㊞  

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  上 西 貴 之  ㊞  

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、鈴茂器工株式会社の平成30年
４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。  
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正
妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連
結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手
続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算
書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、
内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。  
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、鈴茂器工株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示
しているものと認める。  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。 

以 上 
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計算書類に係る会計監査報告書 謄本 
  
 

独立監査人の監査報告書 

令和元年５月15日 
 
鈴茂器工株式会社 
取締役会 御中 
 

太陽有限責任監査法人 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  宮 崎   哲  ㊞  

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  上 西 貴 之  ㊞  

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、鈴茂器工株式会社の平
成30年４月１日から平成31年３月31日までの第59期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書に
ついて監査を行った。  
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正
又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示
するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入
手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬
による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を
検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示
を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。  
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 
 当監査役会は、平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第59期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結

果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い

たします。 
 
１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容 

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職

務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図

り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査

を実施しました。 

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類

等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査

いたしました。また、子会社については、子会社の取締役および監査役等と

意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社およびその子会社から成る企業

集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条

第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および

当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締

役および使用人等からその構築および運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務

の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条

各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業

会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を

求めました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）お

よびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。 
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２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。 

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果 

  会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認

めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

  会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認

めます。 
 

 
  令和元年５月16日 

鈴茂器工株式会社 監査役会 

常勤監査役 瀬 川 和 彦 ㊞

監 査 役 宇 佐 公 興 ㊞

監 査 役 小 西 明 夫 ㊞
 
(注) 監査役瀬川和彦、宇佐公興および小西明夫は、会社法第２条第16号および第

335条第３項に定める社外監査役であります。 

 
以 上 
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株主総会参考書類 

 

決議事項 

 第１号議案 剰余金の処分の件 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要事項のひとつとして認識してお

ります。具体的には、安定的な配当を基本にしながら、今後の事業展開や連結業

績等を考慮し、総合的な判断により剰余金の処分をさせていただきたいと存じま

す。 

 期末配当に関する事項 

  (1) 配当財産の種類 

     金銭といたします。 

  (2) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

     当社普通株式   １株につき金20円 

     配当総額     129,541,100円 

  (3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

     令和元年６月28日 
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 第２号議案 定款一部変更の件 

 現行定款の一部を次の変更案のとおり改めたいと存じます。 

1. 変更の理由 

 取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制

を構築するとともに、コーポレートガバナンスの更なる強化を目的として、取

締役の任期を２年から１年に短縮するものとし、現行定款第19条（取締役の任

期）につき、所要の変更を行うものであります。また、これに伴い、任期の調

整に関する同条第２項の規定を削除するものであります。 

 

2. 変更の内容 

 変更の内容は、次のとおりであります。 
（下線は変更箇所を示します｡） 

 
現 行 定 款 変  更  案 

(取締役の任期) 

第19条 取締役の任期は、選任後２年以内に

終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会終結の時まで

とする｡ 

(取締役の任期) 

第19条 取締役の任期は、選任後１年以内に

終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会終結の時まで

とする｡ 

  2. 増員により、または補欠として選任

された取締役の任期は、他の在任取

締役の任期の満了する時までとす

る｡ 

(削除) 
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 第３号議案 取締役８名選任の件 

 現任取締役は、全員本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし 

ては、取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 

 

取締役候補者 
 
候補者 
番 号 

氏      名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

1 

すず  き  み な こ 

鈴  木  美 奈 子 

(昭和36年８月30日生) 

平成15年９月 当社入社 社長室長 

平成16年１月 当社社長室長兼管理本部

システム統括部長 

平成16年６月 当社取締役管理本部長兼

システム統括部長 

平成19年６月 当社常務取締役管理本部

管掌兼システム統括部長

兼内部統制担当 

平成21年４月 当社常務取締役管理本部

管掌兼情報システム部長

兼内部統制担当 

平成22年６月 当社常務取締役管理本部

長兼経理部長兼内部統制

担当 

平成24年７月 当社常務取締役管理本部

長兼総務部長兼内部統制

担当 

平成25年４月 当社常務取締役管理本部

長兼内部統制担当 

平成28年10月 当社取締役副社長 

平成29年６月 当社代表取締役社長（現

任) 

813,000株 
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候補者 
番 号 

氏      名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

2 

たか  はし  まさ  み 

髙 橋 正 己 

(昭和20年１月24日生) 

 
昭和43年４月 株式会社埼玉銀行（現株

式会社りそな銀行）入行 

平成８年６月 株式会社あさひ銀行（現

株式会社りそな銀行）取

締役国際部長 

平成14年４月 トーヨーカネツ株式会社 

代表取締役副社長 

平成14年10月 トーヨーカネツソリュー

ションズ株式会社 代表

取締役社長 

平成16年１月 株式会社ロイヤル・メデ

ィカルクラブ 代表取締

役社長（現任） 

平成19年５月 株式会社エコス 社外取

締役（現任） 

平成27年６月 当社取締役（現任） 

【重要な兼職の状況】 

株式会社ロイヤル・メディカルクラブ代

表取締役社長 

株式会社エコス社外取締役 

0株 

3 

たち  き    しげる 

立 木  成 

(昭和49年12月31日生) 

平成９年４月 日興證券株式会社（現

SMBC日興証券株式会社）

入社 

平成19年５月 メリルリンチ日本証券株

式会社入社 

平成21年２月 三菱ＵＦＪリース株式会

社入社 

平成27年４月 雄渾キャピタル・パート

ナーズ株式会社入社 

平成28年３月 Mizuho Gulf Capital 

Partners Ltd入社 

Director（現任） 

平成30年６月 当社取締役（現任） 

【重要な兼職の状況】 

Mizuho Gulf Capital Partners Ltd 

Director 

0株 

4 

※ 

たに  ぐち    とおる 

谷  口    徹 

(昭和43年７月６日生) 

平成27年４月 当社入社 経営企画部長

(現任） 
0株 
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候補者 
番 号 

氏      名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

5 

※ 

なか  むら  けん  じ 

中  村  健  司 
(昭和42年３月７日生) 

平成18年４月 当社入社 営業本部特需

販売部長 

平成19年４月 当社営業本部第一営業部

長 

平成29年４月 当社営業本部副本部長 

平成29年６月 当社営業本部長（現任） 

0株 

6 

※ 

かな  い  とし  お 

金  井  俊  男 

(昭和37年10月30日生) 

平成５年12月 当社入社 

平成24年４月 当社東京工場技術部長 

平成26年４月 当社東京工場副工場長兼

技術部長 

平成27年７月 当社東京工場長（現任） 

0株 

7 

※ 

むら  せ  やす  ひろ 

村  瀬  康  宏 

(昭和40年10月23日生) 

平成15年７月 当社入社 営業本部海外

営業部長（現任） 
0株 

8 

※ 

たか  はし  あき  お 

髙  橋  昭  夫 

(昭和31年３月15日生) 

昭和53年４月 大和証券株式会社入社 

平成21年９月 大和証券エスエムビーシ

ー株式会社（現株式会社

大和証券グループ本社） 

専務取締役 

平成24年６月 株式会社大和証券グルー

プ本社 取締役兼執行役

副社長 

平成27年７月 株式会社大和インベスト

メント・マネジメント 

代表取締役社長 

0株 

 
(注) 1. 立木成氏は、当社の資本業務提携先であるMizuho Gulf Capital Partners 

LtdのDirectorであります。同氏と当社との間には、上記を除き特別の利害関
係はありません。 

   2. その他の取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 
   3. ※は、新任の取締役候補者であります。 
   4. 髙橋正己氏、立木成氏および髙橋昭夫氏は、社外取締役候補者であります。 
   5. 髙橋正己氏を社外取締役候補者とした理由は、金融・物流・建設・流通・医

療等の幅広い分野における経営経験と国内外の豊富なネットワークを有し、
従来の枠組みにとらわれない幅広い見識を当社経営に反映させていただける
ものと判断したため、社外取締役候補者としたものであります。なお、同氏
が社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって４年になり
ます。 

   6. 立木成氏は、過去に社外取締役となること以外の方法で会社経営に関与した
ことはありませんが、同氏を社外取締役候補者とした理由は、証券会社、投
資会社等多岐にわたる業界での豊富な経験と幅広い見識を当社経営に反映さ
せていただけるものと判断したため、社外取締役候補者としたものでありま
す。なお、同氏が社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をも
って１年になります。 
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   7. 髙橋昭夫氏を社外取締役候補者とした理由は、証券会社、投資会社等多岐に
わたる業界での豊富な経営経験と幅広い見識を当社経営に反映させていただ
けるものと判断したため、社外取締役候補者としたものであります。 

   8. 当社と髙橋正己氏および立木成氏は、それぞれ会社法第427条第１項の規定に
基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定する
最低責任限度額であります。両氏の再任が承認された場合、当該契約を継続
する予定であります。また、髙橋昭夫氏の選任が承認された場合、同氏とも
当該契約を締結する予定であります。 

 
 第４号議案 監査役１名選任の件 

 監査役小西明夫氏は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、本議案の提出につ

きましては、監査役会の同意を得ております。 

 監査役候補者は、次のとおりであります。 

 

監査役候補者 
 

氏      名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

むら  い  じゅん  や 

村  井  淳  也 

(昭和46年７月９日生) 

 
平成11年10月 太田昭和監査法人（現EY新日本

有限責任監査法人）入所 

平成22年８月 弁護士登録 

平成22年10月 公認会計士登録 

平成31年３月 村井法律会計事務所開設 

 (現在に至る） 

0株 

 
(注) 1. 監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

   2. 村井淳也氏は、社外監査役候補者であります。 

   3. 村井淳也氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士、公認会計士としての

専門知識・経験等を活かし、客観的視点から経営全般に対し監査を行ってい

ただけるものと判断したため、社外監査役候補者としたものであります。 

   4. 村井淳也氏は、新任の監査役候補者であります。 

   5. 村井淳也氏が選任された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の

規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結す

る予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社

法第425条第１項に規定する最低限度額といたします。 
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 第５号議案 退任取締役に対する特別功労金贈呈の件 

 本総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任いたします小根田育冶

氏は、当社が製菓機械を製造・販売していた昭和46年５月に入社し、寿司ロボッ

トの開発、米飯加工機械事業への転換に尽力いたしました。また、平成14年４月

に代表取締役就任後は、｢売上高の拡大」｢海外事業の拡大」｢戦略製品の開発」

等、当社の事業基盤の強化を図り、企業価値向上に多大なる貢献を果たしました。 

 つきましては、小根田育冶氏の功績と在任中の労に報いるため、平成21年６月

26日開催の第49回定時株主総会において打切り支給のご承認をいただいた退職慰

労金とは別に、特別功労金として金150百万円を贈呈いたしたいと存じます。 

 なお、贈呈の時期および方法等につきましては、取締役会にご一任いただきた

いと存じます。 

 退任取締役の略歴は、次のとおりであります。 
    

氏      名 略       歴 

お ね だ  いく  や 

小 根 田  育  冶 

 
昭和46年５月 当社入社 

昭和55年７月 当社営業部長 

平成３年７月 当社営業本部長 

平成５年３月 当社取締役営業本部長 

平成７年６月 当社常務取締役営業本部長 

平成８年１月 当社常務取締役生産本部長 

平成13年４月 当社常務取締役営業本部長 

平成14年４月 当社代表取締役専務取締役 

平成16年６月 当社代表取締役社長 

平成29年６月 当社代表取締役会長（現任） 

 

 

以 上 
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株主総会会場 ご案内図 
 
 

 
鈴茂器工株式会社 本社ビル 
東 京 都 練 馬 区 豊 玉 北 二 丁 目 23 番 ２ 号 

TEL.03-3993-1371 

●交通 

・西武池袋線「桜台」駅 南口より徒歩10分 

・都営大江戸線「新江古田」駅 A2出口より徒歩８分 

 

○駐車場のご用意はいたしておりませんので、ご了承いただきますよう 

お願い申し上げます。 


